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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第85期
第３四半期
累計期間

第86期
第３四半期
累計期間

第85期

会計期間

自平成22年
６月１日
至平成23年
２月28日

自平成23年
６月１日
至平成24年
２月29日

自平成22年
６月１日
至平成23年
５月31日

売上高（千円）
    

16,346,860

    

15,752,492

    

22,228,571

経常利益（千円）    1,622,662   1,467,467    2,023,835

四半期（当期）純利益（千円）     893,707    823,324    1,145,615

持分法を適用した場合の投資利益

（千円）
    －     －     －

資本金（千円）     1,150,000    1,150,000    1,150,000

発行済株式総数（千株）     19,164    19,164    19,164

純資産額（千円）
    

17,763,492

    

18,171,429

    

17,927,809

総資産額（千円）
    

23,956,958

    

24,307,412

    

24,243,490

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円）
    46.67     43.00     59.83

※潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益金額（円）
    －     －     －

１株当たり配当額（円）     10.00     10.00     30.00

自己資本比率（％）     74.15     74.76     73.95

　

回次
第85期
第３四半期
会計期間

第86期
第３四半期
会計期間

会計期間

自平成22年
12月１日
至平成23年
２月28日

自平成23年
12月１日
至平成24年
２月29日

１株当たり四半期純利益金額

（円）
    17.02     11.53

　（注）１．※当社は、潜在株式がありませんので、数値を記載しておりません。

　　　　２．当社は、四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移について

は、記載しておりません。

３．売上高には、消費税等は含まれておりません。

 

２【事業の内容】

　当第３四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。
 
(1）業績の状況

  当第３四半期累計期間における世界経済は、米国経済にやや明るい兆しが見られるものの、欧州における債務問題

の深刻化、中東における地政学的リスクの高まりによる原油供給・価格に対する懸念、また、これまで堅調に推移し

てきた中国をはじめとする新興諸国における成長の減速により、先行きの世界経済の見通しは依然として不透明な

状況が続いております。

　わが国経済は、未曾有の災害をもたらした東日本大震災による生産・輸出の大幅な落ち込みからは、サプライ

チェーンの復旧により回復しつつあります。しかし、円高の長期化、世界経済の減速懸念、タイの大規模洪水による影

響もあり、先行きのわが国経済の見通しは、依然として不透明な状況であります。

  このような経営環境にあって当社は、電力不足を補うための火力発電プラントの新設・再稼働やガスタービン発

電への需要、復旧・復興需要に伴う短納期品やメンテナンス要請に一つ一つ丁寧に誠実に応えていくことが、この国

難の時期において社会インフラの一端を担う当社の使命であり、当社の社会的責任（ＣＳＲ）を果たすことである

と考えて積極的な営業活動を展開いたしました。また、主要な販売先の造船業界に対しても、積極的な顧客訪問によ

り客先ニーズの掘り起こしに努めるとともに提案型の受注活動を展開いたしました。しかしながら、円高傾向の定着

による受注価格の低下や造船市況の低迷による影響は大きく、受注高が生産・売上高を下回る状況が続いておりま

す。

  当第３四半期累計期間における受注高は、１３，６６９百万円（対前年同期比７．９％増）と前年同期を１，０

００百万円上回りました。品種別では、自動調節弁６，４８５百万円、バタフライ弁３，７０２百万円、遠隔操作装置

３，４８１百万円となり、金額ベースの対前年同期比で、それぞれ１，４６５百万円増、４２４百万円減、４０百万円

減でありました。

  売上高では、震災の復旧・復興需要に伴う短納期品やメンテナンス関連部品売上も寄与し、１５，７５２百万円

（対前年同期比３．６％減）を計上いたしました。品種別では、自動調節弁５，６５５百万円、バタフライ弁５，４

３４百万円、遠隔操作装置４，６６２百万円となり、すべて前年同期を下回りました。その結果、当第３四半期累計期

間末の受注残高は期首に比べて２，０８３百万円減の１２，４６８百万円となりました。

  利益面におきましては、経常利益で１，４６７百万円（対前年同期比９．６％減）を計上、また、四半期純利益で

は８２３百万円（対前年同期比７．９％減）となり、いずれも前年同期を下回りました。

  なお、当社はバルブ及び遠隔操作装置製造・販売事業の単一セグメントであるため、上記業績についてはセグメン

ト別に代えて品種別に示しております。
 
(2）財政状態の分析

  当第３四半期会計期間末の総資産は、前事業年度末と比べ６３百万円増加の２４，３０７百万円となりました。

 これは、現金及び預金が２，８５０百万円、売上債権が４６１百万円減少しましたが、有価証券が１，９９８百万

円、棚卸資産が３３９百万円、投資有価証券が１，１０６百万円増加したこと等が主要な要因であります。その一方、

負債の部では、仕入債務が２５８百万円増加しましたが、賞与引当金が１１８百万円、未払法人税等が１９４百万円、

退職給付引当金が６８百万円減少したこと等により、結果的に前事業年度末と比べ１７９百万円の減少の６，１３

５百万円となりました。

 純資産の部では、四半期純利益８２３百万円による利益剰余金の増加が配当金の支払等を吸収し、前事業年度末と

比べ２４３百万円増加の１８，１７１百万円となりました。
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(3）事業上及び財務上の対処すべき課題 　　

　当第３四半期累計期間において新たに発生した事業上及び財務上の対処すべき課題はありません。また同期間にお

いて、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。
　 
(4) 研究開発活動

  当第３四半期累計期間における研究開発活動の金額は、24,037千円であります。 

　なお、当第３四半期累計期間において、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。 

　また、当社は、バルブ及び遠隔操作装置製造・販売事業の単一セグメントであるため、セグメント情報に関連付けて

記載はしておりません。　
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 76,164,000

計 76,164,000

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成24年２月29日）

提出日現在発行数（株）
（平成24年４月12日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 19,164,000 19,164,000
大阪証券取引所

（市場第二部）

　単元株式数は

　1,000株であ

　ります。　

計 19,164,000　 19,164,000 － － 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。　

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。　

　

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（千株）

発行済株式総
数残高(千株)

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成23年12月１日～　

　　　平成24年２月29日

  　　　　　　　

－ 19,164 － 1,150,000 － 515,871

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

  当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成23年11月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。

 

　     ①【発行済株式】

 平成23年11月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式     17,000
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式 19,086,000  19,086 －

単元未満株式 普通株式     61,000 －         －

発行済株式総数 19,164,000 － －

総株主の議決権 － 19,086 －

　       

②【自己株式等】

 平成23年11月30日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

㈱中北製作所

大阪府大東市深野

南町１番１号
17,000 － 17,000 0.09

計 － 17,000 － 17,000 0.09

　（注）当第３四半期会計期間末日現在の自己名義所有株式数は17,506株、その発行済株式総数に対する所有割合は0.09

        ％ であります。　　　　　　　

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。　
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期会計期間（平成23年12月１日から平成24年

２月29日まで）及び第３四半期累計期間（平成23年６月１日から平成24年２月29日まで）に係る四半期財務諸表に

ついて、公認会計士西納　功氏並びに優成監査法人による四半期レビューを受けております。　

　

３．四半期連結財務諸表について

　当社には子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】
（１）【四半期貸借対照表】

（単位：千円）

前事業年度
(平成23年５月31日)

当第３四半期会計期間
(平成24年２月29日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 4,977,915 2,127,002

受取手形及び売掛金 8,610,365 8,148,751

有価証券 499,886 2,498,756

商品及び製品 802,757 1,021,577

仕掛品 1,253,406 1,333,071

原材料及び貯蔵品 1,388,532 1,429,920

その他 780,385 848,673

貸倒引当金 △43,370 △40,880

流動資産合計 18,269,879 17,366,872

固定資産

有形固定資産

土地 1,549,166 1,551,106

その他（純額） 2,239,362 2,164,101

有形固定資産合計 3,788,528 3,715,207

無形固定資産 187,254 128,043

投資その他の資産

投資有価証券 1,605,816 2,711,899

その他 398,363 388,827

貸倒引当金 △6,352 △3,437

投資その他の資産合計 1,997,827 3,097,289

固定資産合計 5,973,610 6,940,539

資産合計 24,243,490 24,307,412

負債の部

流動負債

支払手形 163,349 197,940

買掛金 2,721,643 2,945,519

1年内返済予定の長期借入金 1,870,000 1,870,000

賞与引当金 240,000 121,500

製品保証引当金 133,000 127,250

未払法人税等 451,940 257,492

その他 414,808 363,397

流動負債合計 5,994,742 5,883,099

固定負債

退職給付引当金 208,897 140,407

役員退職慰労引当金 48,730 48,730

資産除去債務 34,249 34,685

その他 29,061 29,061

固定負債合計 320,938 252,884

負債合計 6,315,680 6,135,983
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（単位：千円）

前事業年度
(平成23年５月31日)

当第３四半期会計期間
(平成24年２月29日)

純資産の部

株主資本

資本金 1,150,000 1,150,000

資本剰余金 1,479,586 1,479,586

利益剰余金 15,331,338 15,580,255

自己株式 △8,409 △8,603

株主資本合計 17,952,516 18,201,239

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △24,706 △29,810

評価・換算差額等合計 △24,706 △29,810

純資産合計 17,927,809 18,171,429

負債純資産合計 24,243,490 24,307,412
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（２）【四半期損益計算書】
【第３四半期累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期累計期間
(自　平成22年６月１日
　至　平成23年２月28日)

当第３四半期累計期間
(自　平成23年６月１日
　至　平成24年２月29日)

売上高 16,346,860 15,752,492

売上原価 13,471,259 13,053,248

売上総利益 2,875,600 2,699,244

販売費及び一般管理費 1,328,937 1,341,856

営業利益 1,546,662 1,357,387

営業外収益

受取利息 20,049 29,962

受取配当金 21,709 24,109

不動産賃貸料 51,216 55,168

為替差益 3,765 7,133

雑収入 15,661 11,369

営業外収益合計 112,401 127,742

営業外費用

支払利息 15,322 14,718

たな卸資産処分損 20,296 －

雑損失 781 2,945

営業外費用合計 36,401 17,663

経常利益 1,622,662 1,467,467

特別利益

貸倒引当金戻入額 2,508 －

特別利益合計 2,508 －

特別損失

投資有価証券評価損 51,497 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 6,591 －

特別損失合計 58,088 －

税引前四半期純利益 1,567,082 1,467,467

法人税等 673,375 644,143

四半期純利益 893,707 823,324
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【会計方針の変更等】

    該当事項はありません。    

　

【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

 
当第３四半期累計期間
（自　平成23年６月１日
至　平成24年２月29日）

税金費用の計算   税金費用については、当第３四半期会計期間を含む事業年度の税引前当期

純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半

期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を採用しております。

　

【追加情報】

当第３四半期累計期間
（自　平成23年６月１日
至　平成24年２月29日）

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用）

　第１四半期会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の訂正に

関する会計基準」（企業会計基準第24号　平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準の

適用指針」（企業会計基準適用指針第24号　平成21年12月４日）を適用しております。
　
（法人税の税率等の変更について）　 

　平成23年12月２日に「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正する法律」

(平成23年法律第114号)及び「東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源の確保に関する特別

措置法」（平成23年法律第117号）が公布され、平成24年４月１日以降開始する事業年度より法人税率が変更されること

となりました。

  これに伴い、平成24年６月１日から開始する事業年度以降において解消が見込まれる一時差異については、繰延税金資

産及び繰延税金負債を計算する法定実効税率が40.69％から38.01％に変更されます。また、平成27年６月１日から開始す

る事業年度以降において解消が見込まれる一時差異については、繰延税金資産及び繰延税金負債を計算する法定実効税

率が40.69％から35.64％に変更されます。

　この変更により、法人税等及び未払法人税等が33,677千円増加し、繰延税金資産(投資その他の資産の「その他」に表

示）及びその他有価証券評価差額金が2,339千円減少しております。
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【注記事項】

（四半期貸借対照表関係）

前事業年度
（平成23年５月31日）

当第３四半期会計期間
（平成24年２月29日）

　受取手形裏書譲渡高 62,538千円 　受取手形裏書譲渡高 27,235千円

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

　     当第３四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書及び前第３四半期累計期間に係る四半期キャッシ　

　　　ュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却

　　　費含む。）は、次のとおりであります。

　

　前第３四半期累計期間
（自　平成22年６月１日
至　平成23年２月28日）

当第３四半期累計期間
（自　平成23年６月１日
至　平成24年２月29日）

減価償却費 363,774千円 　減価償却費　 337,288千円

　

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期累計期間（自平成22年６月１日　至平成23年２月28日）

１．配当に関する事項

配当金支払額

　決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成22年８月27日

定時株主総会
普通株式 287,233 15.0 平成22年５月31日 平成22年８月30日利益剰余金

平成23年１月11日

取締役会
普通株式 191,487 10.0 平成22年11月30日 平成23年２月４日 利益剰余金

　

２．株主資本の金額の著しい変動に関する事項

　該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第３四半期累計期間（自平成23年６月１日　至平成24年２月29日）

１．配当に関する事項

配当金支払額

　決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成23年８月26日

定時株主総会
普通株式 382,938 20.0 平成23年５月31日 平成23年８月29日利益剰余金

平成24年１月10日

取締役会
普通株式 191,469 10.0 平成23年11月30日 平成24年２月３日 利益剰余金

　

２．株主資本の金額の著しい変動に関する事項

　該当事項はありません。

　

（デリバティブ取引関係）

　　　　記載すべき事項はありません。

　

（持分法損益等）

　該当事項はありません。

　

（企業結合等関係）

　　　　該当事項はありません。

EDINET提出書類

株式会社中北製作所(E01649)

四半期報告書

12/15



　　

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

当社は、バルブ及び遠隔操作装置製造・販売事業の単一セグメントであるため、記載は省略しております。　

　

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前第３四半期累計期間
（自　平成22年６月１日
至　平成23年２月28日）

当第３四半期累計期間
（自　平成23年６月１日
至　平成24年２月29日）

   １株当たり四半期純利益金額 46円67銭 43円00銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（千円） 893,707 823,324

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 893,707 823,324

普通株式の期中平均株式数（千株） 19,148 19,146

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につきましては、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

　

（重要な後発事象）

　　　　該当事項はありません。

 

２【その他】

　　平成24年１月10日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

（イ）中間配当による配当金の総額……………………191,469千円

（ロ）１株当たりの金額…………………………………10円00銭

（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成24年２月３日

 （注）平成23年11月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払を行いました。　
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

                                                                                          平成24年４月11日

株式会社中北製作所

取締役会　御中

 
 公認会計士　西納功事務所

 

　　
　  公認会計士　 西納　　功　　　　   印

 優成監査法人

 
　 指定社員

 業務執行社員　
 公認会計士 加藤　善孝　　　　   印

 
　 指定社員

 業務執行社員　
 公認会計士 本間　洋一　　　　   印

  私並びに当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社

中北製作所の平成23年６月１日から平成24年５月31日までの第86期事業年度の第３四半期会計期間（平成23年12月１日

から平成24年2月29日まで）及び第３四半期累計期間（平成23年６月１日から平成24年２月29日まで）に係る四半期財務

諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　

四半期財務諸表に対する経営者の責任

  経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

私並びに当監査法人の責任は、私並びに当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務

諸表に対する結論を表明することにある。私並びに当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ

ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

  四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、

分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

私並びに当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

私並びに当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と

認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社中北製作所の平成24年２月29日現在の財政状態及び同日を

もって終了する第３四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において

認められなかった。

　

利害関係

会社と私並びに当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　

　（注）　１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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